












退職を前に振り返ると、 私がその時々に取り組んできた課題は、 大きく3つぐらいのテ ー マに分
けられる。 いずれも相互に関連しながら、 今に至っている。 それらは時系列でみると、 最初は国
際関係における「地域」や「地域主義」を考える事例としてのASEAN研究から始まり、 次に私は
ASEANが発足する直接の契機となったスカルノ体制の崩壊とスハルト体制の始動、 インドネシア
の外交や政党制度、 および周縁の分離独立運動の展開等を研究してきた。 その後、 1990年代末以降
のASEAN諸国における越境的な市民社会活動の生成とその活動に関心をもち、 ASEAN地域レベ
ルの人の移動やガバナンスに関する研究をしてきた。 この3つのテ ー マのうち、 第1と第2のテ ー
マは、 とくに近年のASEAN・ 中国関係の急速な変化と進展を追いかけながら、 現在まで続いている。






印象を受けた。 しかし、 非西欧社会で「地域」を構成する動きがあるか見渡してみると、 すぐに最
適と思える事例は見いだせなかった。 私がASEANを地域主義の事例としてとりあげようと思った
とき、 ベトナムは南北統一の直後であり、 同国南部からボー トピ ー プルの脱出が続いているような
状況であった。
一方、 1967年に結成されたASEANの原加盟5カ国はいずれも反共政権であり、 ベトナムの共産
党一 党体制とは相容れず、「地域」的な一体性は現実的に考えられない状況であった。 実際、 結成
当初のASEANは年に1度外相が会合するだけであり、 協力の実態はほとんどなかった。 当時ベ
トナム戦争はメデイアで連日報道されていたが、 ASEANが注目されることも報道されることもな
かった。 むしろ、 中国は当時、 文化大革命の最中であり、 ASEANを帝国主義勢力の一 派であると
強く非難していた。
私は、 ASEANはそれまでのアジアにおける冷戦地域主義とは異なり、 域内の主導によって形成
されたことに新しさがあると思ったが、 同じレトリックを繰り返して、 協力の実態がなく、 地域主









原則として堅持することは、 国内秩序の維持を担保するための重要な課題であった。 つまり、 初期
のASEANにとって、 本当の最優先課題は地域協力の実績というより、 むしろ隣接諸国との国境の
現状維持を確認したうえでの国家関係の維持にあったのだと思った。
しかし、 1970年代後半にASEANはそうした初期段階を過ぎて、 日本やアメリカ、 EC、 豪州、
カナダ等との公式対話を制度的に開始した。 この時期は、 1972年にアメリカが中国と外交関係を樹







可欠だと考えていた。 そこで、 ASEAN結成の直接のきっかけは、 スカルノ体制が1965年の9·30
事件によって崩れ、 スハルト体制が発足したことにあったから、 インドネシアの「アジアを変えた
クー デター 」といわれた9·30事件に至る背景を調べようと思った。 しかし、それは複雑で不透明で、
情報が不足していた。 そこで、 時期と焦点を区切りつつ研究するほうがよいと思い、 独立当初の議
会制民主主義が、 なぜ10年ももたずに機能不全になり、 反共産主義の陸軍と共産党とが支えるスカ
ルノ体制になったのか、 それは当時どのような対米、 対中外交を展開して、 結果的に大きな破局に
至ったのかについて研究しようと思った。 この過程で、私は次のような課題について考察してきた。
第1 に、 私は脱植民地化後の民族と国家の関係において、 融合、 棲み分け、 差異化、 武力闘争等
の異なる様相をもたらす要因について検討した。 脱植民地国家の形成は、 過去に回帰する国家像が




した。 そして、 オランダが西イリアンの主権を国連暫定行政府(UNTEA)に移譲し、 UNTEAが63
年5月にその行政権をインドネシアに移譲した後、 インドネシア政府の責任によって1969年末まで
に住民の「自由選択の行使」 を実施して、 その帰属を最終的に決定するという合意に至った。
折しも、 その頃英領北ボルネオの脱植民地化に関して、「マレ ー シア連邦」 の構想がイギリスと
マラヤ政府の間で進められていた。 そこで、 マラヤとフィリピンとインドネシア三国の指導者が会
合して、 国連の住民投票を行い、 その結果を尊重することで合意したが、 その結果を待たずに、 マ
ラヤのラー マン首相が英国でマレ ー シア連邦の発足日を発表した。 そこで、 怒ったスカルノが「マ
レ ー シア粉砕」 の「反帝国主義闘争」 を展開した。 当時国際社会から孤立しており、 中ソ論争も公
然化していた中国がこれを熱烈に支持した。 こうして、 大きな動員力をもつ共産党がスカルノの闘








けた。 西イリアンの施政権移管の場合、 その合意は現地社会の意向を問わずに決定されたため、 パ
プアでは1963年5月以降、 突如インドネシア軍が現れて強圧的な支配を始めたことに抵抗する武装
組織が各地で結成された。 さらに、 1969年に実施された「自由選択の行使」は、 それによって住民
意思が確認されたとして、 同年に西イリアン州 が設置されたが、 その方法は当時約80万人と推定さ
れるパ プア住民のうち、 インドネシア軍が10 25名を住民代表者として選別し、 彼らを整列させて、
インドネシアに帰属することを希望する者は一歩前に出るというものであった。 そういう方式の併
合は無効だとして、「自由パ プア運動(OPM)」は分離独立運動を続けていた。 私はこの経緯に関




後の混乱で、 インドネシアが軍事侵攻して併合した東ティモ ー ルを研究した時期があった。 ただし、
1980年代前半はほとんど情報が入手できず、 Far Eastern Economic Reviewでたまに記事をみかけ
る程度であったが、 当時それらの内容は充実しており、 SusumuAwanohara氏やMichaelVatikiotis 
氏等のジャ ー ナリストの力量に感服したことを覚えている。 その後1980年代後半以降は、 もっぱら
豪州から雑誌InsideIndonesiaを個人的に購読して、 主にそこから新しい情報を得ていた。 当時は
パ ソコンもインタ ー ネットもなく、 グー グル検索もない時期で、 情報を得るのは極めて難しいこと
であった。インドネシアの研究所で関連する新聞切り抜きのファイルを購入して持ち帰るときには、
緊張感と高揚感があった。 今なら考えられないことかもしれない。 その頃、 上智大学等で何度か東
ティモ ー ルに関する国際シンポジウムが開かれた際、 私は報告者の一人として参加したことがあっ
た。 また、 司会者をしたこともあった。 その後、 東ティモ ー ルの分離独立後の状況について、 論稿
を書き、 国連 PKOの機能について学会報告を行った。
同様に、 アチェの分離独立運動にも関心をもっていたが、 スハルト体制期には極めて断片的な情
報しかなかった。 豪州の雑誌からでも情報は非常に限られていた。 ただ、 1990年代前半の頃、 フラ
ワ ー ・ アチェという女性団体のリ ー ダー たちと会ったとき、 アチェの厳しい状況は「人に頼らず自
分たちの手で改善する」とさらりと語ったのを聞いて、 そのさわやかで、 凛とした姿勢が強く印象
に残った。 私は、「さすがにアチェの女性は強い」としみじみ感嘆した。 その後、 20 10年に科研の
調査でバンダアチェに行き、 中国が津波復興支援として建設した小中学校を訪問する機会があった
（写真①と②）。 また、 国立シア ・ クアラ大学やアチェ州知事を訪問した際には、 その数年前まで筑
波大学大学院に留学していたシア ・ クアラ大学講師が、 いろいろと訪問先のインタビュ ー の手配を
してくれて大いに助かった。 その際の調査に基づく論稿は、 筑波大学の『地域研究』に掲載された。
第 2 に、 スハルト体制が1967年に中国との外交関係を「凍結」した後、 1990年にそれを「正常化」
するまで、 インドネシアにおける華人系社会がどのように自己アイデンテイティを変え、 または維
持しているかについて関心を持っていた。 また、 2000年代後半以降、 中国とASEANの関係が政治
安全保障、 経済分野で急速に進展していく状況に関心をもった。 その頃、 日本国際問題研究所の対
中認識研究会に参加して、 インドネシアの対中国認識についてまとめたことは勉強になった。











あった。 それでも、 時折、 もしこういう体制が変わるとすれば、 それはいつ、 どのように変わるの
だろうかと思うことがあった。
第4に、 その一 方、 再配分メカニズムを欠いたままの急速な経済成長により、 強引な土地収用や
環境破壊、 労働問題等の問題が顕在化してきた。 私は、 行政のサ ー ビスが届かない分野で、 NGO
が公益のために活躍していることに典味を持つようになった。 最初に感銘を受けたのは、 弁護士ブ
ュン ・ ナスティオン(BuyungNasution)氏が1971年に結成したLBH (インドネシア法律扶助協会）
を訪間したときであった。 そこで労働間題部門の担当者の話を聞いて、 その嵩い見識と強い意思に
感銘を受けた。1990年代当時、 LBHは労働問題農民 ， 生活環境問題 刑事被告人（東ティモ ー
ル問題を含む）の4つの法律扶助部門で活動を続けていた。 スハルト体制期にインドネシアで結成
れた人権NGO, 環境NGO, I開発NGO等にとって、 LBHは先導者として重要な貢献をしてき
たと息う。 そして、 公的な政治制度が何も変わらないようにみえても、 実際には社会団体が公的制
度の不備を補完しつつ、 改革を求めていることに気づいて、 そうした視点が私の研究に欠けていた
ことを折fi感した。
第5に、 日本軍政期のインドネシアに関して、 後藤乾 ー先生（早稲田大学）や倉沢愛子先生（慶
応大学）から、 私の視野を広げるうえでいろいろと貴重な機会を賜った。 とりわけ、 日本軍政期の
時代が、 インドネシアの中学校、 高校の歴史教科書で一つの章としてどのように記述されているか










ニASEAN協和宣言( 2003)やASEAN憲章( 2008発効）では、ASEANの規範として「 民主主義、
法の支配、良いガバナンス、人権および基本的自由権の尊重」が明記された。 これは、それまで「内
政不干渉 」の下で体制の質を問題にしなかったASEANにとって、注目すべき変化であった。
この背景には、知識人やNGOから「 人々本位の(people-oriente d )ASEAN」であるべきという
要望が表明されるようになり、ASEAN側がこうした提言や社会的要望に反応するようになったこ
とが大きかった。 私は、こうした社会からのASEAN観の変化を興味深く思い、 その中心的なア








か論稿を発表する機会があった。 とくに、ASEAN社会文化共同体(ASCC )をテー マにしたもの
をいくつか執筆した。 また、最近の編著では、2011年に国連とASEANが包括的パ ー トナー シップ
協力協定に合意した後に、ASEANと国連機構がSDGs の目標に向けて制度的協力関係を進めてい
ることを論じた。 これは、地域機構がグロー バル ・ ガバナンスの方法論になりうるかという新しい
問いであるといえよう。









第I部 送出国の制度、 政策とネットワ ー ク
第1 章 タイからアジアヘの労働移民 スパン ・ チャンタヴァニッチ（チュラロンコン大学教授、
Asian Research Center for Migra tion (ARCM )所長、 日本語訳：桑島愛希子）
第2 章 フィリピンからの労働移民一人間の安全と移住労働管理の課題 マリア ・ ロザリオ ・ ピ
ケロ ー バレスカス（東洋大学国際地域学部教授、日本語訳：永田貴聖、原佑介）
第3章 ベトナムから東・東南アジアヘの労働移民 ダン ・ グエン ・ アン（アジア太平洋センター 、
（ハノイ）所長：日本語訳：比留間洋一）
第4章 インドネシアの送り出し政策 安里和晃 （京都大学大学院文学研究科特定准教授）
第5章 中国の労働輸出 陳立行 （日本福祉大学情報社会科学部教授）
第6 章 インドにおける出国管理政策の現状 ーECR カテゴリー を対象とした規制緩和とエンパ
ワ ー メント ー 今藤綾子 （外務省在チェンナイ日本領事館専門調査員）
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首藤もとf
第1I部 受入国の政策、 制度とネットワ ー ク
第7章 17本の外国人労働者政策ーその変遷と課題 明石純一 （筑波大学人文社会科学研究科
助教）
第8章 韓国における外国人扉用システム 宣元錫 （中央大学総合政策学部兼任講師）
第9卒 台湾における外国人労働者受け入れ制度とその実態 安里和晃
第10京 香港における外国人労働者受け入れ制度と東南アジアからの移住労働者 首藤もと子
第11章 シンガポ ー ）レヘの越境労働と移民政策 明石純一
第12章 マレ ーシアにおける移住外国人労働者政策 吉村真子（法政大学社会学部教授）
第13京 タイにおけるメコン諸国からの労働移住 針間礼子（アジア移民センタ ー (AMC)企
両担当研究員）
※共同執箪者：ラッダワン ・ タマフ、 イモ ー ジェン ・ ハウエルズ（日本語訳：齊藤和美）
終窪 東アジアにおける国際労働移動の比較分析と「人間の安全保障」に碁づく地域的ガバナン
ス構築のための課題（首藤）
以上のように、 この研究では、 第I部と第II部に分けてアジアにおける主要な受入国 ・ 地域の国
内過程について実証的に調査研究した。 私自身は、 全体総括のほかに、 東アジアの越境労働移動の
一つのハブになっていた香港でフィリピン、 インドネシア、 タイからの女性家事労働について、 そ
れぞれ主な団体を訪問して情報を収集した。 これは私にとって、 東アジアにおける女性の越境労働
について、 新しい視野が開けた研究であった。 その延長で、 私はデイアスポラに関する別の編著を
まとめる機会に恵まれた。
香港の調査で、 私はいろいろな場所を訪ねた。 彼らがそれぞれに日曜集会を開催する場所や、 学
習している教室等も紹介されて訪問した（写真③、 ④）。 また、 雇用者から逃げて身を隠していた
シェルタ ー を訪問して話を聞いたこともあった。 日本に帰る前日の晩に、 インドネシアの女性家事
労働者が15人ぐらいいただろうか、 また聞き取りに応じてくれるというので、 ある場所でその数名
と待ち合わせて地下鉄に乗った。 地下鉄は込んでおり、 時に私のショルダー バッグが後ろと横から
強く押された感じがしたが、 私たちは立ち話に夢中になっていた。15分ぐらいで目的の駅に着いた
あと、 私は私のために夜オフィスに集合してくれる人たちへの手土産に、 駅前の菓子屋でケ ー キを
買った。 そして、 代金を支払おうとすると、 私のショルダー バッグから財布が忽然と消えていた。




ドや身分証明書等も入っていた。 私は、 つい先ほどまであった財布が消えたことが理解できず、 そ
のときは本当に茫然となった。 あとで思えば、 実は地下鉄の電車が込んでいたのではなく、 私が話
に夢中になりながら、 一 瞬満員電車のようだと感じたときに、財布は抜き取られたのだと思った。
彼女たちは、 万事休す状況となった私のために、 本当に親身になって付き添ってくれた。 それは忘
れられない体験であった。
そのすぐ後から、 私は中国の対外援助に関するプロジェクトの代表者として 3 年間をめまぐる
しく過ごした（「中国の政府開発援助に関する受入国側の学術調査に基づく比較研究」科研基盤研
究(A)2008-2010年度）。 各国の現地調査を行い、 報告書を作成したほぼ全員が筑波大学関係者で
あった。 現地調査の報告執筆者（所属） のうち、 タンザニアの報告書を執筆したシャニョ(Angela
Uforo Shanyo博士、 大統領府企画部）、 ケニアのムワンギ(Mbatia Hiram Mwangi、 中央統計局マ
クロ統計局）、 エチオピア調査を担当したセイフデイン( SeifudeinAdem博士、 米国ビンガムトン
大学） は筑波大学の世銀プログラムの修了生である。 グデイナ(Merera Gudina博士、 アデイス ・
アベバ大学）、 コ ンゴの調査を担当したスマタ(Claude Suma ta博士、 英国サリ ー大学）、 マリの調
査を担当したBrahima Songore教授（ バ マ コ大学） には、 当時同僚であったルイ(LouisAugustin­
Jean)准教授とフォ ー シェ(CaroleFaucher)准教授の紹介で参加していただいた。 東南アジアに
関しては、 私はスラマドゥ橋プロジェクトとアチェにおける中国援助について調査した。 キンポ
( Nathan Quimpo)准教授はベトナムとフィリピンにおける中国の援助について調査を行い、フォ ー
シェ准教授はラオスとカンボジアにおける中国の援助について、 現地で情報収集を行った。 また、
南米に関しては、 近藤エドソン教授(Catholic University of Brasilia)から力作の調査報告書が提出
された。
また、2010年2 月にはResearch on Chinese International Assistance to Asia, Africa and Latin America 
と題する国際ワー クショップを筑波大学にて開催した。 その基調講演者として中国社会科学院の江






政府機関によるパブリック ・ デイプロマシ ー（広報外交） が大規模に始動した。2013年10月に習近
平主席はジャカルタで「中国とASEANは運命共同体である」と演説して、 文化交流やASEAN諸
国の青年の中国留学促進等の計画を発表していた。 実際に、 中国とASEANの関係は、 社会レベル
でも大きな変化が静かに進行している。 そこで、 この研究では、 中国側のパブリック ・ デイプロマ
シ ーの特徴やその国内の実践組織の問題等を考察する一 方、 タイ、 インドネシア、 フィリピン、 マ
レ ー シア、 カンボジア、 ベトナムにおいて中国のパブリック ・ デイプロマシ ー がいかに展開してお
り、 またいかに認識されているかについて調査した。 とくに「孔子学院」を焦点にして、 その運営
の現状と、 そこで教えられている中国文化の内容を調査して、 それがソフトパワ ー として効果を
もっているかについて論じた。
この研究成果の一部を、2017年11月末にインドネシア社会科学院(UPI)でセミナ ー の形式で発
表できたことは光栄なことであった。 その後、 私はブラウィジャヤ大学と国立 マラン大学でもセミ
ナ ー を行った。 後者のセミナー 会場は大きな講堂で、 たぶん100名近い学生が参加していた（写真






国で相迎があるが、 なかでもカンボジアの事例は突出して異なるということである。 一 方、 共通点




利だからというものが圧倒的であり、 それ自体は、 価値規範や自発的受容を伴うソフトパワ ー の概
念とは別次元のものである。しかし、 それゆえに孔子学院がソフトパワ ー をもたないと結論付ける














サ ー ト人学やアテネオ ・ デ ・ マニラ大学等で専任教員として励んでいる者もいれば、 インドネシア
外務省の宜僚として活躍しているOBもいる。学類ゼミOB生のなかにも、 現在海外勤務で活躍し
ているものが複数いる。 国際地域研究専攻で毎年関わった修了生は非常に多い。 いずれの教育と研
究指母も、 実に充実した時間であった。 筑波大学でこのように教育と研究に従事できたことは、 誠
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